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1. 始めに 
  近畿では、大阪維新の会が猛威を振るった。彼らは道州制を掲げる団体である。また、防災の安

全上、副首都を置く案も検討されている。廃藩置県から何年が経つか。遡れば戦前にも道州制は検討

された痕跡がある。あるいは、平成の市町村合併。地方分権、地域統合、様々な切り口を持つ道州制

を、主に行政効率化と経済面を中心に今回は取り上げる。 

 

2. 道州制という概念 
道州・・・国と、基礎自治体（市町村）の間に存在する、中間団体。 

 

×官僚型・・・中央支配の効率化。 

△政府型・・・政治主導の強化。 

○民主型・・・経済活性化。 

 

 

×単純型・・・境界を消すだけ。合併。 

×連邦型・・・法律が違う。 

○地域主権型道州制 
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3. 沿革 
2003  参議院選挙で自民党が政権公約に「道州制導入の検討」  

 

2004   小泉内閣、政策基本方針「骨太の方針 2004」に 

    「地方分権の更なる推進に向けて将来の道州制の導入に関する検討を本格化させる」 

 

2006  小泉総理の諮問を受け、地方制度調査会「道州制の具体的な制度設計を検討すべき」 

 

    安倍内閣 所信表明演説で「道州制のビジョンを策定する」 

    道州制担当大臣のポストを新設 

 

    2006 暮れ、道州制担当大臣のもとに「道州制ビジョン懇談会」設立 

 

    福田・麻生内閣 道州制ビジョン懇談会では道州制に関する検討を進めると同時に、 

    多くの人々からの意見を求めて全国各地でシンポジウムを開催 

 

2007   ６月自民党は党内の「道州制調査会」で中間報告をとりまとめる。さらに、調査会を「推進

本部」に格上げして、道州制の導入に向けた動きを加速。 

 

2008 ３月、 道州制ビジョン懇談会が「中間報告」を取りまとめる。 

 

   ７月、自民党道州制推進本部が「第三次中間報告を取りまとめる」 

 

2009   

 

 

4. 都道府県制度の問題 
 中央集権・・・東京一極集中・地方の疲弊・現場との距離 
 官僚制・・・省益優先・責任回避・全国一律主義・画一主義・規格主義 
 地方の下請け機関化 
 過剰な「規制と保護」 
cf,文部科学省による一律の学校建築基準。 

 人口減少による行政コストの増大 
 二重行政 

 

5. 変革の目的 
 中央集権体制の打破 
 官僚主義の廃止 
 国際都市・国際交流の拠点作り 
 地域個性の創出 
 財政赤字の解消 
 

 住民の参画意識向上 
 透明性向上 
 主体性確立、自立 
 経済拠点の分散 
 人口の分散 

 

 



関西大学政治学研究部 前期勉強会 α班第４回 

（３） 

6. 改革案 
原則 

 行政に市場メカニズムを設定 
 顧客主義を徹底 
 国民・住民参加を強化 
 ネットワーク型組織を構築 

 

国・道州・市の役割分担※ 

→国会議員と国家公務員半減 

地方交付税と国庫支出金を廃止 

→財源の譲渡を行なう※ 

道州間の財源調整システムを構築 

 

フルセット主義ｖｓ選択と集中 

各県横並び整備ｖｓハブ空港・ハブ港湾優先 

バラマキ投資ｖｓ重点投資 

 

 

 

7. 終わりに 
道州制と一口にいっても様々な形態があり、主導者による目的の違い、統治機構の層の数、道州の区

分け、権限委譲の程度、財源移譲の程度で様々な形があり、制度設計によって結果が大きく異なる。 

東京への人口集中と地方の過疎化など、現状のままでは解決できない問題も多いため道州制には期待

したいが、より詳細な設計により害悪とならない制度にしなければならない。 
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資料１・道州の区分け                  資料２．道州の人口規模と GDP 
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資料３．道州制下での政府                資料４．道州制下での政府・州の分担 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 


